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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

連結経営指標等

 

回次
第24期

第２四半期連結
累計期間

第24期
第２四半期連結
会計期間

第23期  

会計期間

自　平成20年４
月１日

至　平成20年９
月30日

自　平成20年７　
　月１日

至　平成20年９　
　月30日

自　平成19年４
月１日

至　平成20年３
月31日

 

売上高 (千円) 19,738,2089,867,95025,600,376 

経常利益
又は経常損失(△)

(千円) △93,382 57,872△157,470 

四半期(当期)純損失(△)(千円) △578,046△279,312△408,847 

純資産額 (千円) ― 3,055,3703,612,149 

総資産額 (千円) ― 16,234,35319,426,118 

１株当たり純資産額 (円) ― 23,176.8233,802.67 

１株当たり四半期
(当期)純損失金額

(円) △7,786.21△3,636.50△5,772.15 

潜在株式調整後
１株当たり四半期
(当期)純利益

(円) ― ― ―  

自己資本比率 (％) ― 12.3 12.5 

営業活動による
キャッシュ・フロー

(千円) 29,159 ― △2,126,593 

投資活動による
キャッシュ・フロー

(千円) 1,179,788 ― 1,861,753 

財務活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △1,601,560 ― 2,183,863 

現金及び現金同等物の
四半期末(期末)残高

(千円) ― 2,543,7002,930,199 

従業員数 (名) ― 987 968 

(注) １当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記
載しておりません。

２ 売上高には、消費税等は含まれておりません。
３ 潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益金額については、潜在株式は存在するものの１株当たり

四半期(当期)純損失であるため記載しておりません。
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２ 【事業の内容】

当第２四半期連結会計期間において、当社グループ(当社及び当社の関係会社)において営まれてい

る事業の内容の重要な変更は以下のとおりです。

(1)主要な関係会社の異動

金融サービス事業を営んでいた株式会社フレクソル(連結子会社)は、平成20年７月２日付

で所有株式の全部をＳＢＩキャピタルソリューションズ株式会社へ譲渡したことにより当社

の連結子会社でなくなりました。

 
３ 【関係会社の状況】

当第２四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動は以下のとおりです。

(除外)

金融サービス事業を営んでいた株式会社フレクソル(連結子会社)は、平成20年７月２日付

で所有株式の全部をＳＢＩキャピタルソリューションズ株式会社へ譲渡したことにより当社

の連結子会社でなくなりました。

 

４ 【従業員の状況】

(1)連結会社の状況

平成20年９月30日現在

従業員数(名)
987
(152)

 
(注) １従業員数は就業人員であります。

２ 臨時従業員数は(　)内に当第２四半期連結会計期間の平均人員を外数で記載しております。
３ 第１四半期末に比べ従業員が、89名減少していますが、この減少は、ソリューション事業において、

営業適正人員への見直しによるものです。

 

(2) 提出会社の状況

平成20年９月30日現在

従業員数(名)
475
(15)

 
(注) １従業員数は就業人員であります。

２ 臨時従業員数は(　)内に当第２四半期会計期間の平均人員を外数で記載しております。
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第２ 【事業の状況】

１ 【仕入及び販売の状況】

(1) 仕入実績

当第２四半期連結会計期間における仕入実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとお

りであります。

事業の種類別セグメントの名称 仕入高(千円)

ソリューション事業 1,051,993

モバイル事業 503,822

サービス＆サポート事業 14

マーキングサプライ事業 4,410,042

合　　　　　　　　　　計 5,965,873

 
(注) １　セグメント間の取引については相殺消去しております。

２　 金額には、消費税等は含まれておりません。

 

(2) 販売実績

当第２四半期連結会計期間における販売実績をセグメント別に示すと、次のとおりであります。

事業の種類別セグメント

の名称
主要品目 販売高(千円)

ソリューション事業

情報通信機器販売 2,828,922

ソフトウェア販売 141,804

コールセンター回線取次手数料 204,101

電気通信設備工事 219,474

小　　　　　計 3,394,303

モバイル事業

携帯電話販売高 265,716

販売手数料 545,772

小　　　　　計 811,489

サービス＆サポート事業

ＡＳＰサービス 17,076

ＩＳＰサービス 349,477

オフィスサプライサービス ―

金融サービス ―

小　　　　　計 366,554

マーキングサプライ事業 マーキングサプライ販売 5,295,603

合　　　　　　　　　　　　　　計 9,867,950

 
(注) １　セグメント間の取引については相殺消去しております。

２　 金額には、消費税等は含まれておりません。
３　 主な相手先別の販売実績は、当該販売実績の総販売実績に対する割合が10％以下のため省略して

おります。
４ オフィスの事務用品等のカタログ通信販売を平成20年３月末でサービスを終了したことにより

オフィスサプライサービスは、当第２四半期連結会計期間において販売実績がございません。
５ 金融サービスは、連結子会社であった株式会社フレクソルの株式の譲渡に伴い、当第２四半期連

結会計期間より事業撤退したため販売実績がございません。
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２ 【経営上の重要な契約等】

当社は、平成20年９月29日開催の取締役会において、当社100%連結子会社である株式会社オービー
エム城東にて運営しておりますモバイル事業を譲渡することについて承認可決され、平成20年10月１
日をもって事業譲渡を行いました。
詳細についきましては、第一部　企業情報　第５　経理の状況　１　四半期財務諸表　（重要な後発事
象）を参照下さい。

 

３ 【財政状態及び経営成績の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期報告書提出日現在において当社グループ(当社及び連結子会
社)が判断したものであります。
 

(1)業績の状況

当第２四半期連結会計期間(自　平成20年７月１日　至　平成20年９月30日)におけるわが国の経済
は、信用力の低い個人向け住宅融資(サブプライムローン)問題を背景とする米国経済の減速懸念や金
融資本市場の混乱を受け、景気の下振れリスクが高まる展開となりました。
このような状況の下、当社グループは、平成20年７月２日付けで有利子負債の圧縮による財務体質
の強化を目的として子会社の(株)フレクソルの株式譲渡により金融サービス事業の撤退や、平成20年
10月１日をもって、携帯ショップの一部譲渡を実施するなど、引き続き収益力の向上とグループ全体
の成長を目指して事業活動を行いました。
この結果、売上高においては、平成19年12月より子会社となったハイブリッド・サービス(株)が寄
与し98億67百万円となり、営業利益は70百万円、経常利益は57百万円となりました。
特別損益は、事業再編伴うＳＨＯＰ事業の譲渡を行い、のれんの減損処理を２億８百万円計上した
ことなどにより３億90百万円の損失となり、その結果四半期純損失は２億79百万円となりました。

(ソリューション事業)

ソリューション事業においては、引き続きコピー機や複合機のＯＡ機器販売や法人携帯サービスの
販売は、テレマーケティングシステムの活用や販売組織の専属化により販売展開が順調に推移し、Ｏ
Ａ機器販売は概ね予定通り推移しました。また、コールセンター事業では、人材の確保など順調に推移
し回線獲得件数は概ね予定通り推移しました。
以上により売上高は、34億２百万円となり営業利益は３億39百万円となりました。

(モバイル事業)

移動通信市場では、ワンセグやＧＰＳ、音楽配信、決済機能などに対応した高機能端末への取替需要
は堅調なものの、第三世代移動通信サービスへの移行需要の一巡、分離プランの導入とそれに伴う割
賦方式での端末販売と新しい通信料金体系に係る初期需要の沈静化などもあり、総じて携帯端末販売
は低調に推移しました。
このような事業環境のもと当社グループでは、平成20年10月１日に東京都東部地区で事業を行って
いた14店舗を事業譲渡いたしました。
その結果売上高は、８億11百万円となり営業損益は、35百万円の営業損失となりました。

(サービス＆サポート事業)

ＩＳＰサービスは、前期より取り組んでまいりました法人向けポータルサイトなど顧客サービスに
注力し、子会社の(株)フレクソルにて取り組んでまいりました医療機関向けのファクタリングサービ
スは、平成20年６月をもって事業撤退をいたしました。売上高は３億83百万円となり、営業利益は59百
万円となりました。

(マーキングサプライ事業) 

マーキングサプライ事業では、主力商品であるトナーカートリッジやインクジェットカートリッジ
の売上が低迷し、売上高は、53億18百万円となり、利益面では営業債権に対する貸倒引当金を計上した
結果、営業利益24百万円となりました。
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(2)財政状態の分析

 (資産)

当第２四半期連結会計期間末における流動資産は105億69百万円となり、前期末より27億49百万円
減少しました。これは主に現金及び預金、受取手形及び売掛金がそれぞれ７億23百万円、３億56百万円
減少し、金融サービス事業の事業譲渡により金融債権未収入金が８億76百万円減少したことによるも
のです。固定資産は、56億64百万円となり前期末より４億42百万円減少いたしました。これは主に事業
譲渡に伴いのれんが４億21百万円減少したことによるものです。この結果、資産合計は前期末より31
億91百万円減少し、162億34百万円となりました。

(負債)

当第２四半期連結会計期間末における流動負債は103億23百万円となり、前期末より22億41百万円
減少しました。これは主に短期借入金が10億54百万円減少したことによるものです。固定負債は、28億
55百万円となり、前期末より３億93百万円減少しました。これは主に長期借入金が１億22百万円減少
したことによるものです。この結果、負債合計は前期末より26億34百万円減少し、131億78百万円とな
りました。

(純資産)

当第２四半期連結会計期間末における純資産は30億55百万円となり、前期末より５億56百万円減少
しました。これは主に第３者割当増資に伴う新株発行により、資本金、資本剰余金がそれぞれ、１億88
百万円、１億88百万円増加し、四半期純損失５億78百万円、配当金の支払い２億14百万円によるもので
す。
 

(3)キャッシュ・フローの状況

当第２四半期連結会計期間における現金及び現金同等物(以下「資金」という。)は、営業活動によ
り１億82百万円の増加、投資活動により９億51百万円の増加、財務活動により12億18百万円の減少し
た結果、84百万円の減少となりました。その結果、当第２四半期連結累計期間末残高は25億43百万円と
なりました。
当第２四半期連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因を以下に記載し
ます。

(営業活動によるキャッシュ・フロー)

営業活動の結果獲得した資金は、１億82百万円となりました。これは主に税金等調整前四半期純損
失１億97百万円及び売上債権の増加１億39百万円等があったものの、たな卸資産の減少５億47百万円
等によるものです。

(投資活動によるキャッシュ・フロー)

投資活動の結果獲得した資金は、９億51百万円となりました。これは主に連結範囲の変更を伴う子
会社株式の売却による収入５億25百万円及び事業譲渡前受金４億59百万円等によるものです。

(財務活動によるキャッシュ・フロー)

財務活動の結果使用した資金は、12億18百万円となりました。これは主に短期借入金の返済10億54
百万円及び連結子会社の自己株式の取得による支出１億３百万円等によるものです。

 

(4)事業上及び財務上の対処すべき課題

当第２四半期連結会計期間において、当連結会社の事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変
更及び新たに生じた課題はありません。
 

(5)研究開発活動

該当事項はありません。
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第３ 【設備の状況】

 (1) 主要な設備の状況

当第２四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

 

 (2) 設備の新設、除却等の計画

当第２四半期連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、除却等はありません。
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第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 230,000

計 230,000

 

② 【発行済株式】

 

種類
第２四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成20年９月30日)

提出日現在
発行数(株)

(平成20年11月12日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 87,990 87,990
ジャスダック
証券取引所

―

計 87,990 87,990 ― ―

(注) 提出日現在の発行数には、平成20年11月１日からこの四半期報告書提出日までの新株予約権の行使により
発行された株式数は、含まれておりません。

 

(2) 【新株予約権等の状況】

①　平成13年改正旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づく新株予約権の状況

イ　平成16年６月25日定時株主総会決議（第２回新株予約権）
 

 
第２四半期会計期間末現在

（平成20年９月30日）

新株予約権の数（個） 310

新株予約権のうち自己新株予約権の数(個) ―

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数（株） 310　(注)１

新株予約権の行使時の払込金額（円）
１株当たり670,000
(注)１、２

新株予約権の行使期間
平成18年７月１日から
平成21年６月30日まで

新株予約権の行使により株式を発行する場合の
株式の発行価格及び資本組入額（円）

発行価格　　　　 670,000
資本組入額　　　 335,000

新株予約権の行使の条件 (注)３

新株予約権の譲渡に関する事項
新株予約権の譲渡、質入れそ
の他一切の処分は認めないも
のとする。

代用払込みに関する事項 ―
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組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に
関する事項

―
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(注) １　新株予約権を発行する日(以下、「発行日」という。)以降、当社が当社普通株式の分割等を行う場合に
は、付与株式数を次の算式により調整し(１株未満の端数は切捨て)、新株予約権の目的たる株式の数
は、調整後付与株式数に当該時点で行使又は消去されていない新株予約権の総数を乗じた数とする。
　調整後株式数＝調整前株式数×分割・併合の比率
また、発行日以降、当社が資本の減少、合併又は会社分割を行う場合等、付与株式数の調整を必要とする
やむを得ない事由が生じたときは、資本の減少、合併又は会社分割の条件等を勘案の上、合理的な範囲
で付与株式数を調整し、新株予約権の目的たる株式の総数は、調整後付与株式数に当該時点で行使又は
消去されていない新株予約権の総数を乗じた数とする。

調整後発行価額 ＝
既発行株式数 × 調整前発行価額 ＋ 新規発行株式数 × １株当たり払込価額

既発行株式数 ＋ 新規発行株式数
２　発行日以降、以下の事由が生じた場合は、払込価額をそれぞれ調整する。

(1) 当社が当社普通株式の分割等を行う場合には、次の算式により払込価額を調整し、調整後の生じ
る１円未満の端数は、これを切り上げる。

調整後払込価額 ＝ 調整前払込価額 ×
１

分割・併合の比率
(2) 当社が時価を下回る価額で当社普通株式につき、新株式を発行又は自己株式を処分する場合(新
株予約権の行使の場合を除く。)は、次の算式により払込価額を調整し、調整により生じる１円未
満の端数は、これを切り上げる。

 

調整後払込金額 ＝調整前払込金額×
既発行株式数＋

新規発行株式数 × １株当たり払込金額

分割・新株発行前の株価

既発行株式 ＋ 新規発行株式数
３　主な新株予約権の行使条件は、以下のとおりであります。

(1) 被付与者が提出会社または提出会社の子会社もしくは関係会社（「財務諸表等の用語、様式およ
び作成方法に関する規則」に定める子会社および関連会社とする。）の役員（監査役を含む。）
または従業員のいずれの地位も喪失した場合には権利は消滅する。

(2) 被付与者が破産宣告を受けた場合には権利を消滅する。
(3) 被付与者が死亡した場合には、一切の相続は認めない。

４　新株予約権の行使の条件につきましては、平成16年６月25日開催定時株主総会決議及び平成16年７月８
日開催の取締役会決議に基づき、提出会社と対象取締役及び従業員との間で締結した「新株予約権付
与契約」に定められております。

 

ロ　平成17年６月24日定時株主総会決議（第３回新株予約権）
 

 
第２四半期会計期間末現在

（平成20年９月30日）

新株予約権の数(個) 465

新株予約権のうち自己新株予約権の数(個) ―

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数(株) 465　(注)１

新株予約権の行使時の払込金額(円)
１株当たり526,000
(注)１、２

新株予約権の行使期間
平成19年８月11日から
平成22年12月31日まで

新株予約権の行使により株式を発行する場合の
株式の発行価格及び資本組入額(円)

発行価格　　　　 526,000
資本組入額　　　 263,000

新株予約権の行使の条件 (注)３

新株予約権の譲渡に関する事項
新株予約権の譲渡、質入れそ
の他一切の処分は認めないも
のとする。

代用払込みに関する事項 ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に
関する事項

―
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(注) １  新株予約権を発行する日(以下、「発行日」という。)以降、当社が当社普通株式の分割等を行う場合に
は、付与株式数を次の算式により調整し(１株未満の端数は切捨て)、新株予約権の目的たる株式の数
は、調整後付与株式数に当該時点で行使又は消去されていない新株予約権の総数を乗じた数とする。

　　　　　　調整後付与株式数＝ 調整前付与株式数 × 分割・併合の比率
また、発行日以降、当社が資本の減少、合併又は会社分割を行う場合等、付与株式数の調整を必要とする
やむを得ない事由が生じたときは、資本の減少、合併又は会社分割の条件等を勘案の上、合理的な範囲
で付与株式数を調整し、新株予約権の目的たる株式の総数は、調整後付与株式数に当該時点で行使又は
消去されていない新株予約権の総数を乗じた数とする。

２　発行日以降、以下の事由が生じた場合は、払込価額をそれぞれ調整する。
(1) 当社が当社普通株式の分割等を行う場合には、次の算式により払込価額を調整し、調整後の生じる
１円未満の端数は、これを切り上げる。

調整後払込価額 ＝ 調整前払込価額×
１

分割・併合の比率
(2) 当社が時価を下回る価額で当社普通株式につき、新株式を発行又は自己株式を処分する場合(新株
予約権の行使の場合を除く。)は、次の算式により払込価額を調整し、調整により生じる１円未満の
端数は、これを切り上げる。

調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額 
×

既発行株式数 ＋

新規発行株式数 × 1株当たり払込金
額

分割・新株発行前の株価

既発行株式数 ＋ 分割・新規発行による増加株式数
３　主な新株予約権の行使の条件は、以下のとおりであります。
(1) 新株予約権の割当を受けた者は、権利行使時において、当社取締役、監査役、執行役員または使用人
の地位であることを要するものとする。

(2) 新株予約権者が死亡した場合は、相続を認めないものとする。
(3) 新株予約権の質入その他一切の処分は認めないものとする。
(4) 新株予約権の発行時において当社取引先及び当社取引先の役職員であった対象者は、権利行使時
において、当社と当社取引先の取引関係が良好に継続していること、及び当社への業務寄与が高い
と判断できることを要する。

４　新株予約権の行使の条件につきましては、平成17年６月24日開催定時株主総会決議及び平成17年８月11
日開催の取締役会決議に基づき、提出会社と対象者との間で締結した「新株予約権付与契約」に定め
られております。
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(3) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

 

 

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

 

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成20年８月29日 14,400 87,990188,452961,058188,438890,160

(注)　第三者割当　発行価格26,173円　資本組入額13,087円

割当先　株式会社光通信

 

(5) 【大株主の状況】

平成20年９月30日現
在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

株式会社光通信 東京都豊島区南池袋1丁目16-15 17,900 20.34

畔柳　誠 東京都中央区 7,356 8.36

平崎　敏之 東京都江戸川区 5,258 5.97

エフティコミュニケーションズ
従業員持株会

東京都中央区日本橋小伝馬町10-1 2,145 2.44

株式会社エフティコミュニケー
ションズ

東京都中央区日本橋小伝馬町10-1 1,947 2.21

村田機械株式会社 京都府京都市伏見区竹田向代町136 1,353 1.54

根岸　欣司 東京都新宿区 1,309 1.49

高　誠 東京都中央区 1,284 1.46

大阪証券金融株式会社(業務口)大阪府大阪市中央区北浜2丁目4-6 871 0.99

エフティコミュニケーションズ
取引先持株会

東京都中央区日本橋小伝馬町10-1
ＦＴＣ本社ビル

850 0.97

計 ― 40,273 45.77

 
(注)　１. 平成20年８月29日付で、畔柳誠は主要株主でなくなりました。

２. 平成20年８月29日付で、株式会社光通信は主要株主となりました。
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(6) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

平成20年９月30日現
在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
（自己保有株式）

普通株式　 1,947
― ―

完全議決権株式(その他) 普通株式　86,043 89,043 ―

単元未満株式 ― ― ―

発行済株式総数 87,990 ― ―

総株主の議決権 ― 89,043 ―

(注)　 「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が103株（議決権の数103個）含ま

れております。

 

② 【自己株式等】

平成20年９月30日現
在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

（自己保有株式）
株式会社エフティ
コミュニケーションズ

東京都中央区
日本橋小伝馬町10-1

1,947 ― 1,947 2.21

計 ― 1,947 ― 1,947 2.21

 

 

２ 【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

 

月別
平成20年
　４月

 
　５月

 
　６月

 
　７月

 
　８月

 
　９月

最高(円) 28,25033,30034,85030,65029,00021,000

最低(円) 20,63022,50026,80027,50017,45019,020

(注)　 株価は、ジャスダック証券取引所におけるものです。

 

 

３ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出月後、当四半期報告書提出日までの役員の異動は、次のとおりで
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あります。

(1)役職の異動

新役名及び職名 旧役名及び職名 氏名 異動年月日

取締役
(執行役員　技術サポート事業部長)

取締役
(執行役員　管理本部長兼技術サ
ポート事業部長)

重川晴彦 平成20年10月１日

取締役
(執行役員　ドコモショップ事業部
長)

取締役
(執行役員　移動通信本部長) 國分浩二 平成20年10月１日

取締役
(執行役員　回線事業部長兼法人Ｎ
Ｗ事業部長)

取締役
(執行役員　東北事業部長) 石田　誠 平成20年10月１日

取締役
(執行役員　インターネットサービ
ス事業部長)

取締役
(執行役員　インターネットサービ
ス事業部長兼コールセンター事業
部長)

清水直也 平成20年10月１日
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第５ 【経理の状況】

１　四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平

成19年内閣府令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。

 

２　監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当第２四半期連結会計期間(平成20年

７月１日から平成20年９月30日まで)及び当第２四半期連結累計期間(平成20年４月１日から平成20

年９月30日まで)に係る四半期連結財務諸表について、三優監査法人により四半期レビューを受けて

おります。
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１【四半期連結財務諸表】
　(1)【四半期連結貸借対照表】

（単位：千円）

当第２四半期連結会計期間末
(平成20年９月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成20年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 2,845,077 3,568,351

受取手形及び売掛金 5,084,813 5,440,864

商品 2,172,471 2,586,862

仕掛品 19,750 －

原材料 5,448 5,817

その他 550,318 1,828,317

貸倒引当金 △108,117 △110,811

流動資産合計 10,569,762 13,319,401

固定資産

有形固定資産 ※
 2,814,166

※
 2,847,287

無形固定資産

のれん 463,561 885,479

その他 104,874 87,494

無形固定資産合計 568,436 972,974

投資その他の資産

その他 2,522,229 2,355,306

貸倒引当金 △140,241 △68,851

投資損失引当金 △100,000 －

投資その他の資産合計 2,281,987 2,286,455

固定資産合計 5,664,590 6,106,716

資産合計 16,234,353 19,426,118

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 3,143,075 4,056,455

短期借入金 2,800,000 3,854,000

1年内返済予定の長期借入金 1,847,479 1,850,380

1年内償還予定の社債 200,000 567,850

未払法人税等 82,772 123,655

賞与引当金 165,225 125,942

返品調整引当金 22,473 －

その他 2,062,924 1,986,980

流動負債合計 10,323,950 12,565,264

EDINET提出書類

株式会社エフティコミュニケーションズ(E03405)

四半期報告書

17/33



（単位：千円）

当第２四半期連結会計期間末
(平成20年９月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成20年３月31日)

固定負債

社債 500,000 600,000

長期借入金 1,951,596 2,073,885

退職給付引当金 27,140 27,073

その他 376,296 547,745

固定負債合計 2,855,032 3,248,704

負債合計 13,178,982 15,813,968

純資産の部

株主資本

資本金 961,058 772,606

資本剰余金 890,160 701,722

利益剰余金 495,293 1,288,268

自己株式 △330,036 △330,036

株主資本合計 2,016,477 2,432,561

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 △5,010 △5,025

繰延ヘッジ損益 △16,166 －

為替換算調整勘定 △1,097 △5,811

評価・換算差額等合計 △22,273 △10,836

少数株主持分 1,061,167 1,190,424

純資産合計 3,055,370 3,612,149

負債純資産合計 16,234,353 19,426,118
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(2)【四半期連結損益計算書】
　　【第２四半期連結累計期間】

（単位：千円）

当第２四半期連結累計期間
(自 平成20年４月１日
  至 平成20年９月30日)

売上高 19,738,208

売上原価 15,298,141

売上総利益 4,440,066

返品調整引当金戻入額 6,344

差引売上総利益 4,446,411

販売費及び一般管理費 ※
 4,519,958

営業損失（△） △73,546

営業外収益

受取ロイヤリティー 16,995

その他 32,865

営業外収益合計 49,861

営業外費用

支払利息 57,295

その他 12,402

営業外費用合計 69,697

経常損失（△） △93,382

特別利益

デリバティブ評価益 74,910

その他 610

特別利益合計 75,521

特別損失

減損損失 217,304

投資損失引当金繰入額 100,000

店舗閉鎖損失 43,727

その他 104,977

特別損失合計 466,009

税金等調整前四半期純損失（△） △483,871

法人税、住民税及び事業税 91,070

法人税等調整額 5,195

法人税等合計 96,265

少数株主損失（△） △2,090

四半期純損失（△） △578,046
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　　【第２四半期連結会計期間】
（単位：千円）

当第２四半期連結会計期間
(自 平成20年７月１日
  至 平成20年９月30日)

売上高 9,867,950

売上原価 7,584,942

売上総利益 2,283,007

返品調整引当金戻入額 4,607

差引売上総利益 2,287,615

販売費及び一般管理費 ※
 2,217,112

営業利益 70,502

営業外収益

受取ロイヤリティー 9,086

その他 17,461

営業外収益合計 26,547

営業外費用

支払利息 34,092

その他 5,085

営業外費用合計 39,177

経常利益 57,872

特別利益

貸倒引当金戻入額 141

その他 1

特別利益合計 142

特別損失

減損損失 208,916

その他 46,661

特別損失合計 255,577

税金等調整前四半期純損失（△） △197,561

法人税、住民税及び事業税 46,714

法人税等調整額 7,868

法人税等合計 54,583

少数株主利益 27,167

四半期純損失（△） △279,312
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(3)【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：千円）

当第２四半期連結累計期間
(自 平成20年４月１日
  至 平成20年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純損失（△） △483,871

減価償却費 84,526

減損損失 217,304

のれん償却額 110,063

貸倒引当金の増減額（△は減少） 68,809

賞与引当金の増減額（△は減少） 44,683

退職給付引当金の増減額（△は減少） 40

受取利息及び受取配当金 △5,759

支払利息 57,295

店舗閉鎖損失 43,727

関係会社株式売却損益（△は益） 45,790

投資損失引当金の増減額（△は減少） 100,000

返品調整引当金の増減額（△は減少） 22,473

売上債権の増減額（△は増加） 359,602

たな卸資産の増減額（△は増加） 398,463

仕入債務の増減額（△は減少） △914,433

その他 64,805

小計 213,521

利息及び配当金の受取額 6,493

利息の支払額 △65,562

法人税等の支払額 △125,294

営業活動によるキャッシュ・フロー 29,159

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の預入による支出 △46,861

定期預金の払戻による収入 384,039

固定資産の取得による支出 △52,952

固定資産の売却による収入 2,832

投資有価証券の取得による支出 △678

貸付けによる支出 △18,600

貸付金の回収による収入 21,908

差入保証金の差入による支出 △117,754

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の売却によ
る収入

525,363

事業譲渡前受金 459,203

その他の支出 △6,309

その他の収入 29,599

投資活動によるキャッシュ・フロー 1,179,788
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（単位：千円）

当第２四半期連結累計期間
(自 平成20年４月１日
  至 平成20年９月30日)

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） △1,054,000

長期借入金の返済による支出 △125,190

社債の償還による支出 △467,850

株式の発行による収入 376,891

連結子会社の自己株式取得による支出 △103,137

配当金の支払額 △214,929

少数株主への配当金の支払額 △13,345

財務活動によるキャッシュ・フロー △1,601,560

現金及び現金同等物に係る換算差額 6,112

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △386,499

現金及び現金同等物の期首残高 2,930,199

現金及び現金同等物の四半期末残高 2,543,700

EDINET提出書類

株式会社エフティコミュニケーションズ(E03405)

四半期報告書

22/33



【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

 

当第２四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日　至　平成20年９月30日)

１　連結の範囲の変更

当第２四半期連結会計期間から、当社の連結子会社であった株式会社フレクソルは、平成20年７月

２日付で所有株式の全部をＳＢＩキャピタルソリューションズ(株)へ譲渡したことにより当社

の連結子会社ではなりました。
２　会計処理基準に関する事項の変更

(1) 棚卸資産の評価に関する会計基準の適用

「棚卸資産の評価に関する会計基準」(企業会計基準委員会　平成18年７月５日　企業会計基準第９号)

を第１四半期連結会計期間から適用し、評価基準については、原価法から原価法(収益性の低下による

簿価切下げの方法)に変更しております。

これによる損益に与える影響は軽微であります。

なお、セグメント情報に与える影響は軽微であります。

(2) 返品調整引当金

将来に予想される返品に備えるため、過去の返品実績率に基づき、当該返品に伴う売上総利益相当額を

計上しております。

商品の返品は、従来、返品時に売上高から控除する処理をしておりましたが、社内管理体制等の整備

により、返品実績率等の把握が可能となったことに伴い、より適切な期間損益計算及び財務健全性の観

点から、第１四半期連結会計期間より、返品調整引当金を計上することにいたしました。

なお、この変更により、期首時点における過年度相当額28,817千円は特別損失に計上しております。

この結果、従来と同一の基準によった場合に比べ、当第２四半期連結累計期間の売上総利益が、6,344

千円増加し、営業損失及び経常損失は、それぞれ同額減少するとともに、税金等調整前四半期純損失が

22,473千円増加しております。

なお、セグメント情報に与える影響は、当該箇所に記載しております。

(3) ヘッジ会計

第１四半期連結会計期間より、当社グループのデリバティブ取引に係るヘッジ方針等を見直したこ

とに伴い、予定取引のうちヘッジ会計の要件を満たす為替予約取引等について、繰延ヘッジ処理を採用

しております。

この変更により繰延ヘッジ損益を△16,166千円計上するとともに、当第２四半期連結累計期間の特

別利益にデリバティブ評価益74,910千円を計上しております。
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【簡便な会計処理】

 

当第２四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日　至　平成20年９月30日)

法人税等並びに繰延税金資産及び繰延税金負債の算定方法

法人税等の納付税額の算定に関しては、加味する加減算項目や税額控除項目を重要なものに限定する方法に

よっております。

繰延税金資産の回収可能性の判断に関しては、前連結会計年度末以降に経営環境等、かつ、一時差異等の発

生状況に著しい変化がないと認められるので、前連結会計年度において使用した将来の業績予測やタックス

・プランニングを利用する方法によっております。

 

【注記事項】

(四半期連結貸借対照表関係)

 

当第２四半期連結会計期間末
(平成20年９月30日)

前連結会計年度末
(平成20年３月31日)

※　有形固定資産の減価償却累計額　　693,312千円※　有形固定資産の減価償却累計額　　640,693千円
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(四半期連結損益計算書関係)

第２四半期連結累計期間

 

当第２四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日
至　平成20年９月30日)

※　販売費及び一般管理費の主なもの

　　　給与及び手当　　　　　1,801,533千円

　　　賞与引当金繰入額　　　　119,261千円

　　　退職給付費用　　　　　　 25,361千円

　　　貸倒引当金繰入額　　　　 70,109千円

 

第２四半期連結会計期間

 

当第２四半期連結会計期間
(自　平成20年７月１日
至　平成20年９月30日)

※　販売費及び一般管理費の主なもの

　　　給与及び手当　　　　　　889,135千円

　　　賞与引当金繰入額　　　　 91,692千円

　　　退職給付費用　　　　　　 12,594千円

　　　貸倒引当金繰入額　　　　 21,494千円

 

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

 

当第２四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日
至　平成20年９月30日)

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸

借対照表に掲記されている科目の金額との関係

現金及び預金 2,845,077千円

長期預金 1,000,000千円

　　　計 3,845,077千円

預入期間が３か月超の定期預金 1,301,377千円

現金及び現金同等物 2,543,700千円
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(株主資本等関係)

当第２四半期連結会計期間末(平成20年９月30日)及び当第２四半期連結累計期間(自　平成20年４月

１日　至　平成20年９月30日)

１　発行済株式に関する事項

株式の種類
当第２四半期
連結会計期間末

普通株式(株) 87,990

(注)　平成20年８月29日付にて、割当先を株式会社光通信とする新株発行を14,400株発行いたしました。

 

２　自己株式に関する事項

株式の種類
当第２四半期
連結会計期間末

普通株式(株) 1,947

 

３　新株予約権等に関する事項

該当事項はありません。

 

４　配当に関する事項

　(1) 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成20年６月27
日
定時株主総会

普通株式 214 3,000平成20年３月31日平成20年６月30日利益剰余金

 

(2) 基準日が当連結会計年度の開始の日から当四半期連結会計期間末までに属する配当のうち、配

当の効力発生日が当四半期連結会計期間の末日後となるもの

　該当事項はありません。

 

５　株主資本の著しい変動に関する事項

当社は、平成20年８月29日付で、株式会社光通信から第三者割当増資の払込みを受けました。こ

の結果、当第２四半期連結会計期間において、資本金が188,452千円、資本準備金が188,438千円増

加し、当第２四半期連結会計期間末において資本金が961,058千円、資本準備金が890,160千円と

なっております。

 

(リース取引関係)

当第２四半期連結累計期間(自　平成20年４月１日至　平成20年９月30日)

所有権移転外ファイナンス・リース取引について通常の賃貸借取引に係る方法に準じて処理

を行っておりますが、当四半期連結会計期間におけるリース取引残高は前連結会計年度末に比べ

著しい変動が認められないため、記載しておりません。
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(セグメント情報)

【事業の種類別セグメント情報】

当第２四半期連結会計期間(自　平成20年７月１日　至　平成20年９月30日)

 

ソリュー

ション事業

(千円)

モバイル事業

(千円)

サービス＆

サポート事業

(千円)

マーキングサ

プライ事業

(千円)

計

(千円)

消去又は全社

(千円)

連結

(千円)

売上高        

(1) 外部顧客に

対する売上高
3,394,303811,489366,5545,295,6039,867,950 ― 9,867,950

(2) セグメント間の内部

売上高又は振替高
8,143 ― 17,208 22,766 48,118(48,118) ―

計 3,402,446811,489383,7635,318,3709,916,068(48,118)9,867,950

営業利益又は営業損失

（△）
339,186△35,851 59,776 24,528387,639(317,137)70,502

(注)１　事業はサービスの種類、性質及び販売市場等の類似性を考慮して区分しております。

２　各事業の主な事業内容

事業区分 主要商品又はサービス

ソリューション事業
ＯＡ機器、ＩＰ電話、ＩＰファックス、ビジネスホン、ファクシミリ、複合機、セ
キュリティー商品、据付・保守料、ネットワーク取次手数料、Ｗｅｂ構築パッ
ク、電気通信設備工事

モバイル事業 携帯電話、移動体加入手数料

サービス＆サポート事業 ＡＳＰサービス、ＩＳＰサービス、金融サービス（ファクタリング）

マーキングサプライ事業 ＯＡサプライ品

３　会計処理方法の変更

(返品調整引当金)

「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更」に記載のとおり、第１四半期連結

会計期間より、将来に予想される返品に備えるため、過去の返品実績率に基づき、当該返品に伴う売上

総利益相当額を計上しております。

 

当第２四半期連結累計期間(自　平成20年４月１日　至　平成20年９月30日)

 

ソリュー

ション事業

(千円)

モバイル事業

(千円)

サービス＆

サポート事業

(千円)

マーキングサ

プライ事業

(千円)

計

(千円)

消去又は全社

(千円)

連結

(千円)

売上高        

(1) 外部顧客に

対する売上高
6,821,2401,609,935772,95310,534,07819,738,208 ― 19,738,208

(2) セグメント間の内部

売上高又は振替高
16,303 ― 33,155 32,746 82,206(82,206) ―

計 6,837,5431,609,935806,10910,566,82519,820,414(82,206)19,738,208

営業利益又は営業損失

（△）
282,864△98,052123,15517,719325,686(399,232)△73,546

(注)１　事業はサービスの種類、性質及び販売市場等の類似性を考慮して区分しております。

２　各事業の主な事業内容

事業区分 主要商品又はサービス

ソリューション事業
ＯＡ機器、ＩＰ電話、ＩＰファックス、ビジネスホン、ファクシミリ、複合機、セ
キュリティー商品、据付・保守料、ネットワーク取次手数料、Ｗｅｂ構築パッ
ク、電気通信設備工事

モバイル事業 携帯電話、移動体加入手数料

サービス＆サポート事業 ＡＳＰサービス、ＩＳＰサービス、金融サービス（ファクタリング）

マーキングサプライ事業 ＯＡサプライ品

３　会計処理方法の変更

(返品調整引当金)

「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更」に記載のとおり、第１四半期連結

会計期間より、将来に予想される返品に備えるため、過去の返品実績率に基づき、当該返品に伴う売上

総利益相当額を計上しております。
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なお、この変更により、ソリューション事業において、従来と同一の基準によった場合に比べ、当第２

四半期連結累計期間の売上総利益が、6,344千円増加し、営業利益が同額増加しております。

 

【所在地別セグメント情報】

当第２四半期連結会計期間(自　平成20年７月１日　至　平成20年９月30日)及び当第２四半期連結

累計期間(自　平成20年４月１日　至　平成20年９月30日)

全セグメントの売上高の合計に占める日本の割合が90％を超えているため、所在地別のセグメ

ント情報の記載を省略しております。

 

【海外売上高】

当第２四半期連結会計期間(自　平成20年７月１日　至　平成20年９月30日)及び当第２四半期連結

累計期間(自　平成20年４月１日　至　平成20年９月30日)

海外売上高が、連結売上高の10％未満のため、海外売上高の記載を省略しております。
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(１株当たり情報)

１　１株当たり純資産額

当第２四半期連結会計期間末
(平成20年９月30日)

前連結会計年度末
(平成20年３月31日)

 23,176円　82銭  33,802円　67銭

(注)　１株当たり純資産額の算定上の基礎

項目
当第２四半期連結会計期間末
(平成20年９月30日)

前連結会計年度
(平成20年３月31日)

純資産の部の合計額 3,055,370千円 3,612,149千円

純資産の部の合計額から控除する金
額

1,061,167千円 1,190,424千円

（うち新株予約権） ― ―

（うち少数株主持分） 1,061,167千円 1,190,424千円

普通株式に係る四半期末(期末)の純
資産額

1,994,203千円 2,421,725千円

１株当たり純資産額の算定に用いら
れた四半期末(期末)の普通株式数

86,043株 71,643株

 
２　１株当たり四半期純損失及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益

第２四半期連結累計期間

当第２四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日
至　平成20年９月30日)

１株当たり四半期純損失 7,786円　21銭
なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式は存在するものの１株当たり四
半期純損失であるため記載しておりません。

(注)　１株当たり四半期純損失及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益の算定上の基礎

項目
当第２四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日
至　平成20年９月30日)

四半期連結損益計算書上の四半期純損失(△)(千円) △578,046

普通株式に係る四半期純損失(△)(千円) △578,046

普通株主に帰属しない金額の主要な内訳(千円)　 ―

普通株主に帰属しない金額 (千円) ―

普通株式の期中平均株式数(株) 74,240

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益の算定に用いられた四
半期純利益調整額の主要な内訳(千円)

―

四半期純利益調整額(千円) ―

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益の算定に用いられた普
通株式増加数 (株)　

―

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当たり四半期純
利益の算定に含まれなかった潜在株式について前連結会計年度
末から重要な変動がある場合の概要

―
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第２四半期連結会計期間

 

当第２四半期連結会計期間
(自　平成20年７月１日
至　平成20年９月30日)

１株当たり四半期純損失 3,636円　50銭

なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式は存在するものの１株当たり四
半期純損失であるため記載しておりません。

(注)　１株当たり四半期純損失及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益の算定上の基礎

項目
当第２四半期連結会計期間
(自　平成20年７月１日
至　平成20年９月30日)

四半期連結損益計算書上の四半期純損失(△)(千円) △279,312

普通株式に係る四半期純損失(△)(千円) △279,312

普通株主に帰属しない金額の主要な内訳(千円)　 ―

普通株主に帰属しない金額 (千円) ―

普通株式の期中平均株式数(株) 76,808

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益の算定に用いられた四
半期純利益調整額の主要な内訳(千円)

―

四半期純利益調整額(千円) ―
潜在株式調整後１株当たり四半期純利益の算定に用いられた普
通株式増加数 (株)　

―

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当たり四半期純
利益の算定に含まれなかった潜在株式について前連結会計年度
末から重要な変動がある場合の概要

―
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(重要な後発事象)

当第２四半期連結会計期間(自　平成20年７月１日　至　平成20年９月30日)

(子会社の事業譲渡)

当社は、平成20年９月29日開催の取締役会において、当社100%連結子会社である株式会社オー

ビーエム城東にて運営しておりますモバイル事業について譲渡することについて決議いたしま

した。

(1) 事業譲渡の理由

業界における販売奨励金制度の見直しや端末価格設定方法(割賦販売等の端末機器分

割払い)等の変更・改定がおこった影響を受け、市場は利用ユーザーの買い替え期間の長

期化をもたらすなど、メーカーの国内端末機器出荷台数も大幅に減少しております。

これらの要因から、首都圏における販売代理店間のシェア競争が激化し、当社といたしま

しても、新規店舗の出店と不採算店舗の閉鎖および店舗による付加商品の販売を同時に実

施などの対策を講じましたが、非常に厳しい経営局面を迎え、今後においても、市場はより

一層厳しい状況が続くことが予想され、早期の収益回復が当面見込まれないと判断し譲渡

することといたしました。

 

(2) 事業譲渡する内容

携帯電話販売に関する代理店業務等

 

(3) 譲渡する事業の平成20年３月期における経営成績

 ㈱オービーエム城

東

モバイル事業(a)

当社平成20年３月

期連結業績(b)
比率(a/b)

売上高 2,654百万円 25,600百万円 10.4%

売上総利益 550百万円 8,308百万円 6.6%

(△)営業損失 △249百万円 △59百万円 ―%

△経常損失 △257百万円 △157百万円 ―%

 

(4) 譲渡資産、負債の総額(平成20年３月31日現在)

資産 負債

項目 帳簿価額 項目 帳簿価額

流動資産 516百万円 負債合計 1,030百万円

有形固定資産 75百万円 純資産合計 △93百万円

無形固定資産 105百万円
負債・純資産合計 937百万円

資産合計 937百万円

 

(5) 譲渡価額　　　459百万円(予定)

 

(6) 譲渡先　　　　株式会社オービーエム・ジャパン

　　　　　　　株式会社オービーエム・トーキョー

テレコムサービス株式会社

 

(7) 日程　　　　　平成20年９月29日　取締役会

平成20年10月１日　事業譲渡日

 

２ 【その他】

該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

 

平成20年11月11日

株式会社エフティコミュニケーションズ

取締役会　御中

三優監査法人

 
代表社員
業務執行社員

 公認会計士　　川　　野　　佳　　範　　㊞

 

業務執行社員  公認会計士　　山　　本　　公　　太　　㊞

 
当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている
株式会社エフティコミュニケーションズの平成20年４月１日から平成21年３月31日までの連結会計年
度の第２四半期連結会計期間(平成20年７月１日から平成20年９月30日まで)及び第２四半期連結累計
期間(平成20年４月１日から平成20年９月30日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結
貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビュー
を行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四
半期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。
当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期
レビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等
に対して実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国におい
て一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定さ
れた手続により行われた。
当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般
に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社エフティコミュニケー
ションズ及び連結子会社の平成20年９月30日現在の財政状態、同日をもって終了する第２四半期連結会
計期間及び第２四半期連結累計期間の経営成績並びに第２四半期連結累計期間のキャッシュ・フロー
の状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

 

追記情報

１．四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更に記載されているとおり、会社は第１四半期

連結会計期間より将来に予想される返品に備えるため、過去の実績率に基づき、当該返品に伴う売上総利益相当額

を返品調整引当金として計上している。

２．四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更に記載されているとおり、会社は第１四半期

連結会計期間より、会社グループのデリバティブ取引に係るヘッジ方針等を見直したことに伴い、予定取引のうち

ヘッジ会計の要件を満たす為替予約取引等について繰延ヘッジ処理を採用している。

３．重要な後発事象に記載されているとおり、会社は平成20年９月29日開催の取締役会において、連結子会社であ

る株式会社オービーエム城東にて運営しているモバイル事業を譲渡することを決議し、平成20年10月１日付けで当

該事業を譲渡している。

 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

以　上
 
(注) １　上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半

期報告書提出会社)が別途保管しております。

２　四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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